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事　　務　　執　　行　　概　　要

　都市整備総務課においては、都市整備部事務事業を効率的かつ円滑及び適正に遂行するため都市整備行政の総合的な企画調整をはじめ、部の人事、予算、決算事務等、所管事務の適正な処理に努めた。

予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、一般会計912万3,406円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	都市整備費

国庫補助金
	円

6,329,000
	％

69.4
　
	・社会資本整備総合交付金

	雑　　　入
	2,794,406
	30.6
	・職員費にかかる負担金　等

	合          計
	9,123,406
	100.0
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　 当該年度の歳出額は、一般会計109億8,846万4,154円、特別会計10億1,151万1,100円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円

10,890,271,068
	％

99.1
	・人件費及び事業執行に必要な旅費等の事務費 等

	道路橋りょう費
	59,538,833
	0.5%
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料

	河川砂防費
	21,943,896
	0.2%
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料　等

	公園費
	11,223,517
	0.1%
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料　等

	一般管理費
	4,487,704
	0.1%
	・非常勤作業員雇用に係る経費　等

	建築指導費
	831,440
	0.0%
	・事業執行に必要な職員手当等の事務費

	住宅供給促進費
	167,696
	0.0%
	・技術職員採用促進に係る使用料　等

	合　　　　計
	10,988,464,154
	100.0%
	


府営住宅事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	府営住宅費
	円

1,011,511,100 
	％

 100.0
	人件費 等

	合　　　　計
	1,011,511,100 
	100.0 
	


(1)　総務・企画グループ

１　総 務 的 事 項

課の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、都市整備行政の円滑な推進をはかるため、部内外の連絡調整に努めた。

事 務 執 行 概 要

ア．人事管理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理の能率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整備改善を図り、課員の健康保持、疾病予防に努めた。

なお、当該年度における状況は次のとおりである。

· 疾病等による長期休業者の状況（１ケ月以上）

0　名

ウ．部業務の連絡調整

府議会等の連絡調整を行うため、他部局課等との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。

エ．その他

主たる物品の購入状況

　　　　　　該　当　　なし

２　企 画 的 事 項

部の行政の企画及び調整に関する事務、部の広報及び広聴に関する事務を執行し、都市整備行政の効率的な運営、事業の円滑な推進に資するよう努めるとともに、部所管の訴訟事件等に関する事務を処理した。

　　なお、令和５年度におけるそれぞれの事務執行状況は次のとおりである。

事 務 執 行 概 要

ア．部の行政の企画及び調整に関する事務

　　①　府議会関係事務

提出予定議案について法規面における調整を行うとともに、本会議、委員会等における関係資料の調整に関する事務を行った。

②　法規関係事務

部所管の条例、規則、告示等について法規審査を行った。

③　国家予算要望関係その他の事務

部の国家予算の編成に関する要望・提案の取りまとめを行うとともに、市長会等各種団体からの要望の検討整理を行った。

イ．部の広報、広聴に関する事務

　　　情報主任会議を通じて、部の広報、広聴事務の円滑な推進に努めた。

ウ．部所管の訴訟等に関する事務

抗告訴訟及び損害賠償請求などの事件で令和４年度末において係属中の事件は９件である。令和５年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件は６件であり、令和５年度中に解決した事件は３件である。この結果、令和５年度末において係属中の事件は12件で、それぞれの概要は次のとおりである。

①令和５年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件（訴訟が係属中のもの）　＜６件＞　

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所
　　　　　　　　令和５年（ワ）第3592号　慰謝料請求事件
　　　　　　　　R5. 4.18　提　　起

	
	　　　　　　　　大阪高等裁判所
　　　　　　　　令和６年（ネ）第408号　慰謝料請求控訴事件
　　　　　　　　R6. 2. 2　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外６名
□事件の概要
原告の主張によると、Ａ社の代表者である被告Ｂは、訴外甲と共謀して、平成13年ないし14年頃、物件Ｘの賃貸借契約に基づく原告への引渡し当日に、誓約書に署名押印しなければ部屋の鍵を引き渡さないとして、署名押印を強要した。
本件は、原告が、平成15年１月頃、府に対し、Ａ社の許認可取消しを求める行政処分申立て（以下「本件申立て」という。）をしたが、府がＡ社の許認可を取り消さなかった（以下「本件不作為」という。）ことから、精神的損害が生じた等と主張して、府外６名に対し慰謝料160万円の支払い等を求めて、大阪地方裁判所に訴えを提起したものである。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所
　　　　　　　　令和５年（行ウ）第108号　大阪府営住宅入居資格審査失格処分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取消等請求事件
　　　　　　　　R5. 7.21　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府
□事件の概要
原告は令和４年４月４日に令和４年度府営住宅の募集に応募し、当選したことから、府・管理センターで入居資格を審査したところ、入居資格がないことが判明した。
府・管理センターで原告には入居資格がないことをその都度、説明等を行った上で、失格通知を行った。
原告からは失格は不当であり、当該行為は行政処分に当たるとして、行政不服審査法による審査請求がなされた（現在、審査請求も同時に進行中）。
なお、原告の母親は、別の府営住宅に入居していたが、昨年、死去しており、当該住宅の明渡しを別途に求めているが、原告は当該住宅とは別の府営住宅の応募に当選したことで、当該当選住宅の権利を母親が居住していた住宅に移した上で、母親が入居していた住宅に入居することを希望しており、明渡しに応じていない。当該明渡しは、府の単身死亡処理マニュアルの「残置物撤去の要請にも関らず、退去手続きを拒む応答があった場合」として、令和５年７月24日に明渡請求訴訟を行っているところ。（令和５年７月３日訴訟実施通知送付）

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所
　　　　　　　　令和５年（ワ）第7215号　損害賠償請求事件
　　　　　　　　R5. 7.28　提　　起（その後、関連訴訟と併合）

	
	□被　　　告　　大阪府　外２名
□事件の概要
平成30年８月７日、松原市から、富田林土木事務所に対し、立部五丁目の店舗Ａの敷地（以下「本件敷地」という。）から、府の管理する水路（以下「本件水路」という。）に人が転落し負傷した旨の情報提供があった。
令和５年６月21日、原告代理人弁護士から、本件水路の管理等に係る文書につき情報公開請求があり、府知事は、同年７月３日付けで部分公開決定を行った。
本件は、原告が、平成30年８月３日に店舗Ａを訪れた際、本件敷地における本件水路沿いの縁（以下「本件縁」という。）を歩行したところ、本件水路に転落し（以下「本件事故」という。）、第一腰椎圧迫骨折の重傷を負ったとして、府、店舗Ａを経営するＢ社及び本件敷地の所有者であるＣ社に対し、連帯して、損害賠償金36,989,205円の支払等を求め、令和５年７月28日、大阪地方裁判所に訴えを提起したものである。
※関連訴訟　大阪地方裁判所
　　　　　　令和５年（ワ）第8848号　損害賠償請求事件

	4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所堺支部
　　　　　　　　令和５年（ワ）第854号　境界確定請求事件
　　　　　　　　R5. 8.31　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府
□事件の概要
平成29年10月22日、台風21号による豪雨災害により、府が管理する一般国道310号（以下「本件国道」という。）の河内長野市末広町所在の擁壁（以下「擁壁」という。）が崩落し、本件国道に隣接する原告Ａ社の所有地（以下「本件土地」という。）に土砂等が流入した（以下「本件災害」という。）。
平成29年10月30日、大阪府とＢ社（以下「請負業者」という。）は、本件災害に係る復旧工事（以下「本件工事」という。）の請負契約を締結した。
平成29年11月、本件工事において、請負業者は、本件国道と本件土地の間の仮道路区域線を越境して工事を実施し、本件土地内と主張するコンクリート舗装の進入路（以下「本件進入路」という。）の一部を損傷した。
令和４年２月25日、原告Ａ社が府を被告として、妨害予防請求として擁壁の後退及びＵ字溝の設置を求めるとともに、国家賠償法に基づき、工事費用1263万5654円の支払に加え、営業損害として平成29年11月３日から擁壁の後退及びＵ字溝の設置済みまで、１日あたり１万5000円の支払等を求め、大阪地方裁判所堺支部に訴えを提起し、現在も係争中である（大阪地方裁判所堺支部令和４年（ワ）第178号妨害予防等請求事件。以下「別件訴訟」という。）。
別件訴訟において、府が、公図上、本件国道と本件土地は隣接しておらず、両者の間に河内長野市が所有・管理する里道及び水路が存在する旨主張したところ、大阪地方裁判所堺支部は、原告Ａ社及び府に対して、別件訴訟の争点である原告Ａ社の所有地の範囲、位置関係は、境界確定をしなければ状況が分からないため、別件訴訟は維持しつつ、境界確定訴訟の進行を待って別件訴訟の進行を考える旨述べた。
本件は、別件訴訟における裁判所の意見を踏まえ、原告Ａ社及び原告Ｃ社（総称して以下「原告ら」という。）が、府を被告として、本件国道と本件土地を含め、原告らの所有地（総称して以下「本件対象地」という。）との境界確定を求める訴えを提起したものである。

	5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所岸和田支部

　　　　　　　　令和５年（ワ）第733号　損害賠償請求事件
　　　　　　　　R5.12.25　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外１名
□事件の概要
令和元年９月10日20時22分頃、原告が運転する原動機付自転車が、府道39号線岸和田港塔原線（以下「本件道路」という。）を南東から北西方面へ進行していたところ、当時舗装工事中であった、岸和田市土生町２丁目32番３号先路上（以下「本件現場」という。）を走行中に転倒した（以下「本件事故」という。）。

令和元年９月24日、岸和田市職員から、岸和田土木事務所に対して、原告がＪＲ東岸和田駅付近で本件事故を起こし怪我した旨の連絡があり、府職員、岸和田市職員、本件道路の舗装工事を行ったＡ社（以下「相被告」という。）及び原告で本件現場立会を実施した。
本件は、原告が本件現場走行中に本件事故を起こし、外傷性くも膜下出血等の傷害を負ったことにより、右上下肢機能が全廃状態となり、身体障害者等級１級と認定されたとして、府及び相被告に対し、連帯して、損害賠償金131,639,593円等の支払を求め、大阪地方裁判所岸和田支部に訴えを提起した事案である。

	6
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　令和６年（行ウ）第１号　原因者負担金負担命令取消請求事件
　　　　　　　　R6. 1. 5　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府
□事件の概要
平成25年６月26日、原告が河南町大字山城27番１の土地外に河川法第55条に違反して設置したサイコロブロックが、一級河川梅川に崩落し、護岸が崩壊した（以下「本件事故」という。）。
平成25年７月１日から同年８月６日にかけて、府富田林土木事務所は、河道内の支障物件（上記サイコロブロック等）の撤去や、土嚢による護岸仮復旧などの応急対策工事（以下「本件工事①」という。）を実施した。

平成26年４月30日、富田林土木事務所長（以下「所長」という。）は、原告に対し、本件工事①に要した費用2,975,000円（以下「本件費用①」という。）を原告に負担させるため、河川法第67条の規定による原因者負担金負担命令（以下「本件処分①」という。）を行った。
平成26年６月から同27年７月にかけて、府富田林土木事務所は、既設ブロック積護岸の復旧、民地法面の整形等の復旧工事（以下「本件工事②」という。）を実施した。

平成26年６月27日、原告は本件費用①全額を納付した。同日、原告は、府知事に対し、本件処分①の取消しを求め、審査請求を行ったが、府知事は、同28年３月31日付けで、これを棄却する裁決をした。

平成28年９月24日、原告は、大阪府を被告として、本件処分①は河川法第67条に該当しない行政処分で違法と主張して、本件処分①の取消し等を求め、大阪地方裁判所に訴えを提起したが、令和元年９月26日、同裁判所は、府勝訴の判決（以下「原判決」という。）を言い渡した。
令和元年10月11日、原告は、原判決を不服として、大阪高等裁判所に控訴を提起したが、同２年３月26日、同裁判所は、府勝訴の判決（以下「高裁判決」という。）を言い渡した。
令和２年４月10日、原告は、高裁判決を不服として、府を相手方として、最高裁判所に上告受理申立てをしたが、同年10月27日、同裁判所は、不受理決定した。
令和２年５月22日、所長は、原告に対し、本件工事②のうち、河川又は河川管理施設の機能回復に要した費用31,073,370円（以下「本件費用②」という。）を原告に負担させるため、原因者負担金負担命令（以下「本件処分②」という。）を行った。なお、現在に至るまで、原告は本件費用②を納付していない。
令和２年７月４日、原告は、府知事に対し、本件処分②の取消しを求め、審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行い、同５年２月24日、府行政不服審査会は、府知事に対し、本件審査請求を認容すべき旨、答申したが、府知事は、同年６月30日付けで、本件審査請求を棄却する裁決をした。

本件は、原告が、本件処分②は、考慮すべき事項を何ら考慮せずなされた行政処分であり、違法である旨主張して、本件処分②の取消し等を求め、大阪地方裁判所に訴訟を提起した事案である。


②令和５年度に新たに提起された事件、あるいは訴訟に補助参加した事件（令和５年度中に解決したもの）　＜０件＞
③令和５年度に解決した事件（令和４年度以前に提起されたもの）　＜３件＞
	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成23年（ワ）第10935号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H23. 8.29　提　　起

	
	　　大阪高等裁判所　

　　　　　　　　令和３年（ネ）第2152号　損害賠償請求控訴事件

　　　　　　　　R3. 9.10　提　　起

	
	　　最高裁判所
　　令和５年（受）第1016号　上告受理申立て事件
　　R5. 2.16　申立て

	
	□被　　　告　　大阪府　外４名

□事件の概要

　　大阪府の調節池築造工事について、請負業者が行った家屋調査の結果、施工箇所に隣接する原告の土地が地盤沈下し、同土地上の工場建物内のクレーン設備等に損傷が発生していることが判明した。大阪府は損失補償として、クレーン設備等の損傷に対する補償額の提示を行ったが、原告は調節池の設置及び管理に瑕疵があり、損害を被ったとして、国賠法第1条及び第2条並びに民法第709条及び第717条に基づき本件土地及び建物の復旧工事費用の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第1756号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4. 3. 3　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成29年11月、高槻市沢良木町18番７号付近の府道枚方高槻線で、自転車を運転していた原告が、単独で転倒する事故が発生した。

同年12月、原告の夫から、大阪府あてに「病院で治療中」との内容の架電があった。電話の内容を受けて、同日現場確認の後、大阪府から、原告の夫あてに架電し、原告の夫からは「追って原告から連絡させる」旨の返答があった。平成30年３月、原告代理人から、大阪府あてに、本件事故に関する原告の受任通知等が送達。受任通知には、原告の治療目途がつき次第連絡する旨の記載があった。

　　令和３年３月、原告代理人から、大阪府あてに、損害請求書が送達。以後、令和４年１月まで、原告代理人と大阪府との間で示談交渉を行ってきたが、賠償額と過失割合に見解の相違があり成立には至らなかった。

本件は、原告が横断防止柵の管理者である大阪府に対し、設置管理の瑕疵があったとして、国家賠償法２条に基づき、損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	3

	□事　件　名　　茨木簡易裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ハ）第239号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4. 7.29　提　　起

	
	　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第9040号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4.10. 3　移　　送

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　令和３年12月、高槻市柱本４丁目22地先の府道茨木寝屋川線で、原告が運転する車両が前方の車両を追い越す際、道路脇の樹木に接触する事故が発生した。同日、原告から大阪府に対し、車両の補償を求める旨の連絡があり、大阪府は、本件事故の場所を確認したうえで、道路脇周辺の木を伐採した。

　　令和４年３月、大阪府は、枝が突き出ていたことは事実であるため、保険会社より１から２割を補償することは可能であると原告に伝えたところ、原告は、１から２割の補償では納得できないとして、道路管理者の大阪府に対し、国家賠償法第２条に基づく損害賠償を求めて、訴えを提起した。


④令和４年度以前に提起され、令和５年度末においてなお係属中の事件　＜６件＞
	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和元年（ワ）第8080号　損害賠償請求事件
R1. 9.10　提　　起

	
	　　　　　　　　大阪高等裁判所
　　　　　　　　令和５年（ネ）第2419号　損害賠償請求控訴事件
　　　　　　　　R5.11. 1　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外１名

□事件の概要

平成30年5月より、大阪府は、二級河川佐野川において、防潮堤の耐震対策工事（南海トラフ巨大地震対策）のため、既設防潮堤の堤外地側に鋼管杭を打設した。

平成31年2月、原告は、所有する物件について、泉佐野市と大阪府が、防潮堤の鋼管杭打設中に既設排水管を遮断したことで、平成30年8月の台風第20号及び9月の降雨により浸水被害が発生したと主張し、既設排水管の管理者である泉佐野市に対し、耐震対策工事施行者である大阪府と連帯して、損害賠償金を支払うことを求め、大阪簡易裁判所に民事調停を申し立てたが、不成立となった。なお、大阪府は同調停に利害関係人として参加した。

本件は、原告が、大阪府らに対して、連帯して、損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和元年（ワ）第8381号　損害賠償等請求事件
R1. 9.20　提　　起

	
	□事　件　名　　大阪高等裁判所　

令和４年（ネ）第204号　損害賠償請求控訴事件
R3.12.24　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　

□事件の概要

平成29年10月、台風第21号の襲来に伴い、大阪府の下水処理施設である今池水みらいセンター敷地内において、堺市の下水道管の破損による陥没事故が発生した。

これに対して、大阪府は法的な責任はなく、公共下水道管理者の管理責任の範囲内とであり、費用負担の責任もなく、負担は出来ないと主張したため、原告は、当該事故による損害賠償等を求めて、平成31年４月に大阪簡易裁判所に対して民事調停を申し立てたが、不成立に終わった。

本件は、原告が、大阪府に対し、当該事故による損害賠償金の支払い等を求めて、訴えを提起したもの。

	3
	□事　件　名　　堺簡易裁判所

　　　　　　　　令和３年（ハ）第459号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R3. 7.30　提　　起

	
	　　　　　　　　大阪高等裁判所
　　　　　　　　令和５年（ネ）第2525号　損害賠償請求控訴事件
　　　　　　　　R5.11.11　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成25年頃より、大阪府は、二級河川和田川旧河川敷地（堺市南区美木多上）上の不法占拠物件について、不法占拠指導を行ってきた。

　　令和３年７月、大阪府は、河川管理に支障があることから、当該不法占拠物件のうち、所有者が確知できないものについて、河川法第75条第３項に基づく簡易代執行により撤去を行った。原告は、本件撤去の現場に現れ、本件撤去により取り壊された建物の所有権を主張し、本件撤去は原告の所有権を侵害するものであるとしたが、同年８月には、全作業を完了した。

　　本件は、原告が、大阪府を被告として、不法行為に基づく損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所堺支部　

　　　　　　　　令和４年（ハ）第178号　妨害予防等請求事件

　　　　　　　　R4. 2.25　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成29年10月、台風21号による豪雨災害により、大阪府が管理する一般国道310号の河内長野市末広町所在の擁壁が崩落し、本件国道に隣接する原告所有地に土砂等が流入した。

　　同月、大阪府と訴外Ａ社は、本件災害に係る復旧工事の請負契約を締結した。

　　同年11月、本件工事において、Ａ社は、本件国道と本件土地の間の仮道路区域線を越境して工事を実施し、原告所有地内のコンクリート舗装の進入路の一部を損傷した。

　　本件は、原告が大阪府を被告として、擁壁の後退及びＵ字溝の設置、並びに工事費用及び営業損害に係る賠償費用の支払を求め、大阪地方裁判所堺支部に訴えを提起したもの。

	5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　令和４年（ワ）第11342号　建物収去土地明渡等事件

　　　　　　　　R4.12.23　提　　起

	
	　　　　　　　　大阪高等裁判所
　　　　　　　　令和５年（ネ）第1481号　建物収去土地明渡請求控訴事件
　　　　　　　　R5. 6.12　提　　起

	
	　　　　　　　　最高裁判所
　　　　　　　　令和６年（オ）第354号　上告提起事件
　　　　　　　　令和６年（受）第461号　上告受理申立て事件
　　　　　　　　R5.12. 3　提　　起　及び　申立て

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　大阪府は道路事業予定地として先行買収した寝屋川市上神田二丁目368番３外22筆の土地（997.96㎡。以下「本件土地」という。）の一部について、被告であるＡ氏に対して令和２年５月から令和３年３月の期間で行政財産使用許可を行った。
令和３年３月をもって許可期間は終了したが、Ａ氏は原状回復義務を履行することなく建物・工作物等を存置した。
大阪府は、Ａ氏に対し原状回復義務の履行を再三に渡って要求したが履行されなかった。
同年８月、被告であるＢ氏に、存置された建物の所有権が移転された。

令和４年２月、府は、Ｂ氏に対し事情聴取したところ、当該建物及び工作物等は全てＢ氏の所有物であり、さらに、本件土地の地上権を所有していると主張。大阪府に対し、当該建物及び工作物等の買い取り又は賃借契約の締結を行うよう要求した。

同年８月、訴えの提起に先立ち、大阪府は、大阪地方裁判所に対し、Ｂ氏が占有する本件各建物につき処分禁止の仮処分命令並びに本件土地及び本件各建物につき占有移転禁止の仮処分命令の申立てを行った。

同年９月、仮処分決定し、裁判所執行官による保全執行が実施された。

同年12月、大阪府は、不法占拠状態の解消等を図るため、不法占拠者であるＢ氏に対し、本件土地の建物工作物収去土地明渡請求及び使用料相当損害金の支払請求訴訟、並びにＡ氏に対し、使用料相当損害金の支払請求訴訟を提起した。

	6
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第11432号　不当利得返還請求事件

　　　　　　　　R4.12.26　提　　起

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　令和２年１月、大阪府管理道路において道路照明灯が倒壊する事案が発生し、緊急点検を実施した。

　　同年３月、緊急点検結果の記録時に約26,300基ある道路照明灯台帳の情報更新を開始した。

　　同年10月、大阪府管理道路内において、現地に存在しない道路照明灯の契約が残っていることが判明した。全ての道路照明灯の契約内容を確認するため、電力契約情報の整理及び現地調査を開始した。併せて、電力会社へ調査協力の依頼を行い、電気料金の返還について協議を開始した。

　　調査の結果、存在しない道路照明灯について、電気料金を支払っていることが判明した。

　　令和４年12月、大阪府は、存在しない道路照明灯に係る支払い済みの電気料金の返還を求め、大阪地方裁判所に訴えを提起した。


エ．令和５年度　条例、規則等の制定及び改廃
①　条例の制定及び改廃

○　大阪府建築都市行政事務手数料条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.6.19
	大阪府条例第49号
	宅地造成等規制法及び宅地造成等規制法施行規則の改正による所要の改正


○　大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条
　　例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.6.19
	大阪府条例第50号
	租税特別措置法施行令の改正による所要の改正


○　大阪府旅館業法施行条例等の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.10.30
	大阪府条例第64号
	旅館業法等の改正により、事業譲渡に係る手続きの整備等の措置が講じられたことに伴い、事業を譲り受けた者が行う営業許可申請等に係る手数料を廃止する等による所要の改正


○　大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例及び大阪府建築
都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.10.30
	大阪府条例第66号
	宅地造成等規制法が宅地造成及び特定盛土等規制法に改正されたことに伴い、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等に関する工事に係る許可について、地方自治法第252条の17の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、当該事務を茨木市ほか２市が処理すること等に伴う所要の改正


○　大阪府風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.10.30
	大阪府条例第69号
	風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める政令の改正による所要の改正


○　大阪府屋外広告物条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R5.12.18
	大阪府条例第78号
	屋外広告物法第28条の規定に基づき、同法第３条から第５条まで、第７条及び第８条の規定に基づく条例の制定又は改廃に関する事務を景観行政団体である茨木市が処理することとするなどによる所要の改正


○　大阪府立狭山池博物館条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R6.2.27
	大阪府条例第41号
	1.営利を目的とする使用に係る料金等を新たに設定する所要の改正
2. 特別展示室等について、営利を目的としない使用に係る料金を改正する所要の改正


○　大阪府都市公園条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R6.3.27
	大阪府条例第42号
	住吉公園の花と水の広場附属第一売店等の撤去に伴い、公園管理者以外の者が当該施設を管理する際の使用料の規定を削除することに伴う所要の改正


○　大阪府建築都市行政事務手数料条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R6.3.27
	大阪府条例第43号
	宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく事務が開始されることに伴い、宅地造成等に関する工事の許可に係る事務の手数料を改正する等による所要の改正


○　大阪府気候変動対策の推進に関する条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R6.3.27
	大阪府条例第44号
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の改正による所要の改正


○　大阪府建築基準法施行条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R6.3.27
	大阪府条例第45号
	建築基準法等の改正により、建築物の省エネルギー性能確保のための大規模修繕等について、交通上、安全上等の支障がないことを認定する事務が追加されたこと等に伴い、当該認定に係る手数料について新たに設定する等による所要の改正


○　大阪府営住宅条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R6.3.27
	大阪府条例第46号
	住宅に困窮する低額所得者に対する住宅の賃貸等を行う公営住宅法の趣旨を踏まえ、公営住宅について保証制度を廃止することに伴う所要の改正


②　規則の制定及び改廃
　○　大阪府路線バス・タクシー事業者燃料費高騰対策事業補助金交付規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.7.27
	大阪府規則第56号
	原油価格の高騰の影響を受ける路線バス事業者又はタクシー事業者を対象とした、路線バス・タクシー事業者燃料費高騰対策事業補助金のうち、燃料に係る補助金の額を改正することに伴う所要の改正


　　　○　大阪府風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.10.30
	大阪府規則第69号
	風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める政令の改正による所要の改正


○　大阪府営住宅条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.11.15
	大阪府規則第75号
	貝塚市における字の区域の変更及び町の新設に伴う所要の改正


○　大阪府旅館業法施行条例等の一部を改正する条例の施行期日を定める規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R5.12.12
	大阪府規則第77号
	大阪府旅館業法施行条例等の一部を改正する条例の施行期日を規定


○　大阪府景観条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.18
	大阪府規則第6号
	建築基準法施行令の改正による所要の改正


○　大阪府都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.19
	大阪府規則第8号
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の改正による所要の改正


○　大阪府建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.19
	大阪府規則第9号
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の改正による所要の改正


○　大阪府気候変動対策の推進に関する条例施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.21
	大阪府規則第10号
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の
改正による所要の改正


○　大阪府建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.21
	大阪府規則第11号
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の改正による所要の改正


○　大阪府宅地建物取引業法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.21
	大阪府規則第12号
	宅地建物取引業法施行規則等の改正により、宅地建物取引業の免許申請書等に添付する書類のうち宅地建物取引業者の事務所ごとに置かれる専任の宅地建物取引士が成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書等が削除されることに伴い、規則で定める添付書類から当該登記事項証明書等を削除することに伴う所要の改正


○　大阪府宅地造成等規制法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.26
	大阪府規則第18号
	宅地造成等規制法等の改正に伴い、許可証等の様式、新たに規制の対象となる宅地以外の土地における流出係数、工事の許可の申請書に添付する書類等について定めることによる所要の改正


○　大阪府企業財務規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.26
	大阪府規則第23号
	地方自治法及び地方公営企業法施行令の改正による所要の改正


○　大阪府風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.26
	大阪府規則第24号
	漁港漁場整備法の改正による所要の改正


○　大阪府建築基準法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.26
	大阪府規則第25号
	建築基準法の改正による所要の改正


○　大阪府都市計画法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.26
	大阪府規則第26号
	1.都市計画法の改正により、宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第１項又は第30条第１項の許可を要する自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為に係る許可の基準が新たに定められたことに伴い、当該開発行為に係る開発行為許可申請書の添付書類を定めることによる所要の改正

2. 宅地造成等規制法の改正による所要の改正


○　大阪府営住宅条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.27
	大阪府規則第35号
	大阪府営住宅条例の改正に伴い、公営住宅における保証制度に係る規定を削除する等による所要の改正


○　府土木事務所長等の職にある職員に権限を委任する規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.28
	大阪府規則第67号
	大阪府安威川ダム建設事務所の廃止に伴い、道路に関する権限等について、大阪府安威川ダム事務所長へ権限を委任している規定を削除することによる所要の改正


○　大阪府立狭山池博物館条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R6.3.28
	大阪府規則第68号
	大阪府立狭山池博物館条例の改正により、営利を目的とする使用に係る料金等が新たに設定されることに伴い、大阪府立狭山池博物館会議室等利用申込書等の様式を改めることによる所要の改正


③　訓令の制定及び改廃

　　　○　大阪府都市整備部に置く事務所の名称及び位置の一部改正

	公布年月日
	訓　令　番　号
	改正内容

	R6.3.29
	大阪府訓令第23号
	組織の改正による所要の改正


　○　大阪府モノレール建設事務所処務規程の一部改正

	公布年月日
	訓　令　番　号
	改正内容

	R6.3.29
	大阪府訓令第24号
	職制の設置による所要の改正


　○　大阪府安威川ダム建設事務所処務規程の廃止

	公布年月日
	訓　令　番　号
	改正内容

	R6.3.29
	大阪府訓令第25号
	組織の改正による廃止


(2)　人事グループ

部の人事については、職員の異動、昇任昇格者調整、職員の退職事務、部内職員研修、部内職員表彰及び部の行政運営の管理に関する事務を行った。

このほか、組合交渉、職免、公務災害等人事に関する業務を処理した。

ア．昇任昇格一覧表（所属別、職階別）令和５年度

・令和５年度初及び年度途中に昇任発令のあった者の数を示す。
なお、所属は昇任前の所属を、職階は昇任後の職階を示してある。

	職種・職階

所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合

　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	都市整備総務課
	
	1
	1
	1
	
	3
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	3

	事業調整室
	
	
	
	
	1
	1
	1
	2
	1
	2
	2
	8
	
	
	0
	9

	道路室
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	1
	4
	
	6
	
	
	0
	6

	交通戦略室
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	0
	2

	河川室
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	2
	3
	5
	
	
	0
	6

	下水道室
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	
	1
	1
	3
	
	
	0
	3

	公園課
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	0
	2

	用地課
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	0
	2

	収用委員会事務局
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	1

	居住企画課
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	
	2
	1
	3
	
	
	0
	5

	建築環境課
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	0
	1

	建築指導室
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	3
	2
	5
	
	
	0
	6

	住宅経営室
	
	
	
	1
	4
	5
	
	1
	1
	2
	3
	7
	
	
	0
	12

	公共建築室
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	1
	2
	1
	5
	
	　
	0
	5

	計
	0
	1
	3
	5
	8
	17
	1
	7
	4
	18
	16
	46
	0
	0
	0
	63


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合
　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	池田土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	2
	2
	2
	6
	
	1
	1
	8

	茨木土木事務所
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	2
	2
	3
	7
	
	
	0
	8

	枚方土木事務所
	
	
	
	
	2
	2
	
	1
	
	2
	1
	4
	
	
	0
	6

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	2
	1
	4
	
	1
	1
	6

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	2
	2
	4
	8
	
	1
	1
	9

	鳳 土 木 事 務 所
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	2
	3
	1
	7
	
	
	0
	7

	岸和田土木事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	2
	2
	2
	7
	
	2
	2
	9

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	1
	1
	
	2
	2
	3

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	1
	1
	
	1
	1
	
	1
	3
	
	
	0
	4

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	1
	
	2
	
	
	0
	2

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	3
	1
	4
	
	
	0
	5

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	2
	3
	6
	
	
	0
	6

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	0
	1

	モノレール建設事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	3
	2
	6
	
	
	0
	6

	計
	0
	0
	0
	1
	6
	7
	0
	4
	15
	24
	23
	66
	0
	7
	7
	80

	合　　計
	0
	1
	3
	6
	14
	24
	1
	11
	19
	42
	39
	112
	0
	7
	7
	143


1． 退職者一覧表　（令和５年度）
・令和５年度中に退職した者の数を示す。　
	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	技師・専門員
	電話交換手
	計
	

	都市整備総務課
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	1
	
	1
	
	2
	
	
	
	
	
	0
	3

	事業調整室
	
	1
	
	
	
	
	1
	
	
	
	1
	1
	
	2
	
	
	
	
	
	0
	3

	道路室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	1
	
	2
	
	
	
	
	
	0
	2

	交通戦略室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	0
	1

	河川室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	
	
	
	0
	2

	下水道室
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	0
	1

	公園課
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	0
	1

	用地課
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	0
	1

	収用委員会事務局
	
	
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	0
	1

(1)

	居住企画課
	
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	2

(2)
	1
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	0
	3

(2)

	建築環境課
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	
	0
	1

	建築指導室
	
	
	1
	
	
	2
(2)
	3
(2)
	
	1
	1
	
	1
	
	3
	
	
	
	
	
	0
	6
(2)

	住宅経営室
	
	
	
	1
	
	1
(1)
	2
(1)
	
	
	1
	
	1
	
	2
	
	
	
	
	
	0
	4
(1)

	公共建築室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	1
	1
	
	2
	5
	
	
	
	
	
	0
	5

	計
	0
	1
	1
	2
	3
(1)
	6
(5)
	13

(6)
	1
	2
	5
	2
	6
	5
	21
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	34

(6)


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	技師・専門員
	電話交換手
	計
	

	池田土木事務所
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	1
	2
	1
	5
	
	
	
	
	
	0
	6

	茨木土木事務所
	
	
	
	
	1
(1)
	2
(1)
	3
(2)
	
	
	1
	
	1
	3
(1)
	5
(1)
	
	
	1
	
	
	1
	9
(3)

	枚方土木事務所
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	1
(1)
	
	1
(1)
	3
(1)

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	
	3
(２)
	3
(２)
	
	1
	
	1
	1(1)
	
	3
(1)
	
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	7

(４)

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	1
(1)
	
	1
(1)
	
	
	
	1
	2

(1)
	4
	7
(1)
	
	
	1
(1)
	2
(2)
	
	3
(3)
	11

(5)

	鳳土木事務所
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	
	1
(1)
	2
	4

(1)
	
	
	1
(1)
	2
(2)
	
	3
(3)
	8
(4)

	岸和田土木事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	0
	1

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	1
(1)
	1
	2

(1)
	
	
	1
	
	1
(1)
	1
(1)
	3

(2)
	
	
	
	
	
	0
	5
(3)

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	2

(1)
	1
	3

(1)
	
	
	
	
	2

(1)
	
	2
(1)
	
	
	
	
	
	0
	5
(2)

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	2
	
	2
	
	
	
	
	
	2
(1)
	2
(1)
	
	
	
	
	
	0
	4

(1)

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	
	1
	2
	
	
	
	
	
	0
	2

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	2
(1)
	2
(1)
	5
(2)
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	
	2
(2)
	7
(4)

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	1
	
	1
(1)
	2

(1)
	
	
	
	
	
	0
	2
(1)

	モノレール建設事務所
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	0
	2

	計
	0
	0
	0
	0
	8
(4)
	10

(３)
	18

(７)
	0
	1
	6
	5
	13
(6)
	18
(5)
	43
(11)
	0
	0
	4
(3)
	6
(6)
	1
(1)
	11
(10)
	72
(28)

	合計
	0
	1
	1
	2
	11
(5)
	16
(８)
	31

(13)
	1
	3
	11
	7
	19

(6)
	23
(5)
	64
(11)
	0
	0
	4
(3)
	6
(6)
	1
(1)
	11
(10)
	106
(34)


＊（　）は再任用で内数
	Ｍ
	部長級
	Ｐ
	課　長　補　佐　級

	Ｎ
	次長級
	Ｑ
	主　　　査　　　級

	Ｏ
	課　　　長　　　級
	Ｒ
	主事･技師級


(3)　予算グループ　
都市整備部全体の予算編成並びに決算に関する事務を主な事務内容とし、本庁並びに各予算執行機関への歳出予算の配当、国庫支出金の受入及びその他調整事務を処理した。

また、会計検査院の受検対応、監査及び新公会計制度にかかる部内調整事務を処理した。

　ア．歳　　　入

　　　当該年度の歳入額は、一般会計466億7,210万2,987円、特別会計1,223億9,601万9,076円、企業会計1,055億5,218万3,086円、合計2,661億2,274万6,459円であり、 その内容は次のとおりである。

一般会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	負担金
	円
2,966,040,867
	円
2,961,863,367
	%
6.4 
	

	使用料
	4,082,936,794
	4,069,737,184
	8.7
	

	手数料
	951,733,380
	951,733,380
	2.0
	

	国庫補助
	33,160,320,053
	33,160,320,053
	71.0
	

	国庫委託
	11,558,653
	11,558,653
	0.1
	

	財産運用
	49,839,757
	49,839,757
	0.1
	

	財産売払
	1,135,527,072
	1,135,527,072
	2.4
	

	寄付
	12,569,152
	12,569,152
	0.1
	

	特会繰入
	956,417,994
	956,417,994
	2.0
	

	基金繰入
	545,250,506
	545,250,506
	1.1
	

	延滞等
	732,353
	475,653
	0.1
	

	貸付元利収入
	　968,729,814
	968,729,814
	2.1
	

	受託
	1,464,592,045
	1,436,091,445
	3.0
	

	雑入
	1,869,028,533
	411,988,957
	0.9
	

	計
	　　48,175,276,973
	　　46,672,102,987
	100.0
	


不動産調達特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	繰越金
	円
77,687,368
	円
77,687,368
	％
7.5 
	

	諸収入
	20
	20
	0.1
	

	財産売払
	956,417,994
	956,417,994
	92.4
	

	計
	1,034,105,382
	1,034,105,382
	100.0
	


	府営住宅事業特別会計
	
	
	

	科目
	調定額
	収入額
	比率
	摘要

	使用料及び手数料
	円
33,232,717,206
	円
31,491,245,498
	%
25.7
	

	国庫支出金
	10,402,768,000
	10,402,768,000
	8.5
	

	財産収入
	1,956,998,252
	1,956,998,252
	1.6
	

	繰入金
	43,113,314,934
	43,113,314,934
	35.2
	

	繰越金
	3,820,440,491
	3,820,440,491
	3.1
	

	諸収入
	6,098,458,496
	3,613,908,262
	2.9
	

	府債
	27,963,000,000
	27,963,000,000
	22.9
	

	分担金及び負担金
	1,176,000
	1,176,000
	0.1
	

	計
	126,588,873,379
	122,362,851,437
	100.0
	


流域下水道事業会計
流域下水道事業収益

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	営業収益
	負担金
	円

26,507,523,705
	円

26,507,523,705
	％
 39.4
	

	
	受託事業収益
	1,781,272,018
	1,781,272,018
	2.6
	

	営　　業　　外　　収　　益
	受取利息及び
配当金
	19,226,924
	19,226,924
	0.0
	

	
	国庫補助金
	8,335,000
	8,335,000
	0.0
	

	
	他会計補助金
	8,676,801,000
	8,676,801,000
	12.9
	

	
	長期前受
金戻入
	29,266,244,452
	29,266,244,452
	 43.5
	

	
	雑収益
	25,228,327
	25,228,327
	0.1
	

	
	売電事業収入
	586,586,190
	586,586,190
	  0.9
	

	
	施設使用
料収益
	345,318,860
	345,318,860
	0.5
	

	
	消費税及び地方消費税
還付金
	25,919,225
	25,919,225
	0.1
	

	計
	67,242,455,701
	67,242,455,701
	100.0
	


流域下水道事業資本的収入

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	備　考

	企業債
	円

12,181,000,000
	円

12,181,000,000
	％
31.8 
	

	国庫補助金
	10,963,540,000
	10,963,540,000
	28.6
	

	負担金
	5,441,856,147
	5,441,856,147
	14.2
	

	出資金
	3,716,280,000
	3,716,280,000
	9.7
	

	受託金
	435,106,565
	435,106,565
	1.1
	

	基金繰入金
	5,571,944,673
	5,571,944,673
	14.6
	

	合　　計
	38,309,727,385
	38,309,727,385
	100.0
	


イ．歳　　　出

当該年度の歳出額は、一般会計385億5,747万2,107円、特別会計1,030億3,110万2,571円、企業会計1,105億5,739万6,071円、合計2,521億4,597万749円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	都市整備
管理費
	円
18,178,979,000
	円
18,178,979,000


	円
16,736,241,650

	％
11.9

	繰越  　735,808,000円
他部局配当　　4,776,129,732円

	道路
橋りょう費
	74,136,873,000
	74,136,873,000
	57,721,483,559
	41.1
	繰越  　15,662,682,000円
他部局配当　43,529,055,552円

	河川費
	52,921,469,000
	52,921,469,000
	37,651,830,567
	26.8
	繰越　　15,002,145,000円
他部局配当　　18,297,684,084円

	交通対策費
	8,401,804,642
	8,401,804,642
	4,505,995,107
	3.2
	繰越　　3,434,101,000円
他部局配当　　190,197,800円

	公園費
	6,279,472,000
	6,279,472,000
	5,243,858,898
	3.8
	繰越　　940,670,000円
他部局配当　　4,309,569,189円

	下水道費
	12,393,081,000
	12,393,081,000
	12,393,081,000
	8.8
	　

	住宅建築費
	2,183,221,000
	2,183,221,000
	1,978,291,427
	1.4
	繰越　　　25,000,000円
他部局配当　　263,078,614円

	災害復旧費
	1,151,423,000
	1,151,423,000
	864,970,387
	0.6
	

	防災費
	64,017,000
	64,017,000
	15,990,514
	0.1
	

	小　計
	175,710,339,642
	175,710,339,642
	137,111,743,109
	97.7
	繰越
35,800,406,000円
他部局配当　71,365,714,971円

	他部課
予算分
	3,256,993,737
	3,256,993,737
	3,242,678,907
	2.3
	

	計
	178,967,333,379
	178,967,333,379
	140,354,422,016
	100
	


営住宅事業特別会計
	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	府営住宅事業特別会計
	126,226,198,900
	126,226,198,900
	118,631,321,341
	100.0
	繰越
5,356,245,500円
他部局配当
10,079,635,770円

	計
	126,226,198,900
	126,226,198,900
	118,631,321,341
	100.0
	


流域下水道事業会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	流域下水道事業　費用
	70,309,885,000
	70,309,885,000
	67,018,074,765
	
	

	流域下水道事業資本的支出
	55,648,526,000
	55,648,526,000
	43,539,321,306
	
	繰越額

12,000,501,000

	計
	125,958,411,000
	125,958,411,000
	110,557,396,071
	
	


ウ．国費関係事務

国庫補助金に関する支出負担行為担当官として事務を処理した。

	所 管 及 び 会 計 区 分
	金　　額
	

	
	
	左 の う ち 大 阪 府 分

	国土交通省所管分
	円
219,054,707,412　
	円
78,598,224,565　

	
	一般会計
	219,054,707,412　
	78,598,224,565　

	
	東日本大震災復興特別会計
	0　
	0　


(4)　都市整備部指定出資法人管理事項

　ア．指定出資法人の名称

　　　　大阪モノレール株式会社
　　　　大阪府道路公社

　　　　大阪府土地開発公社

　　　　公益財団法人　大阪府都市整備推進センター

　　　　大阪外環状鉄道株式会社

　　　

　イ．指定出資法人の管理について

　　　指定出資法人の管理については、平成18年10月1日に施行された「大阪府の出資法人等への関与を定める条例」に基づき管理を行っている。
令和３年度は、令和２年度分の経営評価に対し審査を行い、また、団体の事業計画書、予算書、業務報告書、決算関係書類等について指導を行うとともに、協議関係書類の合議を受けるなど団体の適正な管理に努めている。
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